
(1)地域計画のうち目標地図（基盤強化法第19条第３項の地図をいいます。）に位置づけられた者

(2)今後目標地図に位置づけられることが見込まれる者

(3)認定農業者

(4)認定就農者

(5)その他市町村長が地域農業の維持・発展に重要な役割を果たすと認めた者

④事業対象者

※汎用性の高いもの（トラックやパソコン等）、単なる機械の更新（古い機械の買い替え）は補助対象外。

※簡易版であるため、詳しくは要綱等を参照してください。【事業の概要】

最大100万円（後継者の経営発展に向けた取組に必要な事業費に対する補助）

※国と市が2分の1ずつ負担。補助対象事業費が100万円を超える場合は自己負担。

　地域の担い手から経営を継承し、発展させるための取組を支援することにより、将来にわたって地

域の農地利用等を担う経営体を確保することを目的とします。

※要望の総額が予算額を上回る場合、経営発展計画の内容等を審査しポイント上位から採択するため、必ず支援を受けられ

るものではありません。

専門家謝金、専門家旅費、研修費、旅費、機械装置等費、広報費、展示会等出展費、開発・取得費、

雑役務費、借料、設備処分費、委託費又は外注費

①事業の目的

②補助金額

③補助対象となる経費の種類

※先代から経営の継承を受けた後に、後継者が経営主として作成・更新した家族経営協定

Ⓗ経営継承以前に農業経営を主宰したことがないこと。

※既に経営している者が、他の経営を移譲するのは対象外。

Ⓘ主宰権の移譲を受けた後継者が農業次世代人材投資事業（経営開始型）に係る資金及び新規就農者

育成総合対策（経営開始型・発展型）の交付を現に受けておらず、かつ過去に受けていないこと。

Ⓚ本事業によって行う取組と同一内容の取組を行おうとするために、本事業以外の団体等が助成する

事業の採択・交付決定を受けていないこと。

Ⓙ主宰権の移譲を受けた後継者が新規就農者育成総合対策のうち経営発展支援事業、新規就農者確保

緊急円滑化対策のうち就農準備・経営開始支援事業又は世代交代・初期投資促進事業を現に実施して

おらず、かつ過去に実施していないこと。

Ⓓ地域の農地等を引き受けるなど地域農業の維持・発展に貢献する強い意欲を有していると市長が認

めること。

Ⓔ経営継承にあたって生産基盤や経営規模が縮小していないこと。

Ⓕ青色申告をしていること。

Ⓖ家族経営協定を締結していること。（家族経営の場合）

※一部のみの継承ではなく、原則として先代の資産を全て引き継ぐこと。

Ⓐ令和6年1月1日以降に先代事業者から経営の主宰権の移譲を受けた後継者であること。

※税務申告等を本事業による助成を受けようとする者の名義で行っていること。

Ⓒ先代が地域農業の中心的な役割を担っていると市が認めていること。

※市長が地域農業の維持・発展に重要な役割を果たすと認めた認定農業者又は認定農業者に準ずる者

※先代事業者：個人事業主又は法人の代表者

※後継者：親子・第三者など先代事業者との関係は問わない

Ⓑ次の(1)から(5)までのいずれかに該当する者であること。


